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I はじめに
小論の目的は，ポスト・ケインズ派と新古典派の成長・分配理論において資本蓄積，技術進歩が
所得分配にいかなる影響を及ぼすかを考察することである。
この問題意識を両派の理論構造を吟味・検討して比較し，その特色を抽出するという形で考察する。
Iでは新古典派成長・分配理論の場合で， IIではポスト・ケインズ派成長・分配理論の場合で，
それぞれ問題意識の展開を図る。 IVでは残された問題を指摘する。
I 新古典派成長・分配理論における資本蓄積，技術進歩および所得分配
1. 基本体系
新古典派成長理論の基本体系については，例えば，ソロウ（R.M. Solow），ファーガスン（C.E.
(1) 
Ferguson），天野明弘，シェーレ（S.Scheele）などに従って要約して説明する。
例えば，ソロウ・モデルのような最も単純な新古典派成長モデルは実質表示のモデルである。価
格水準は決定されず，資本ストックは可変的である。生産関数には時間tで表した技術進歩が導入
されている。 1次同次の生産関数は，実質産出量をR，資本ストック（資本投入量）をK，労働投
入量（労働需要量）をNとすれば，
R二 R(K,N, t) (1) 
で示される。ここで，この生産関数の特徴は，
aR aR δ2R a2R 1 dR 
RK＝否玄＞O, RNニ否N>O, RKN二否玄否N孟0, RNK＝否N吾Tζ孟0, RKN=RNK孟0, だ＝R<lt
で表わされる。
労働供給量Nは非弾力的であり，一定の比率nで増加すると仮定すれば，
N=N0ent, N(O) >O, n>O 
で示される。 N。は初期状態の労働供給量である。
均衡条件は，実質投資を JR，貯蓄性向を Sとすれば，
JR=sR, 1コs>O
である。右辺は総貯蓄である。
実質投資は資本ストックを増加させるので，
dK K＝一一一＝JRdt 
で示される。
完全競争を仮定し，貨幣賃金率をEとすれば，
(2) 
(3) 
(4) 
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e 労働需要量が実質賃金率一の関数であり，労働供給量は実質賃金率に関して非弾力的になるのp 
G で，労働力は常に十分に利用される。（5）は利潤率ーを椅大化させるための必要条件である。- K ~ 
K, JR，主を決定する完結したモデル（1）～（5）である。 t' s' 
N。はすべてパラメーターであり，一定である。このモデルは，実質投資の均衡成長経路を決定し，
2つの生産要素の資本ストックの完全利用と労働力の完全雇用を保証するものである。
(1）は 1次同次を仮定したから， 2つの偏生産弾力性α，βはそれぞれ限界生産力を平均生産力で割
(5) e -=RN P 刊
が成り立っている。
n, N, このモデルは，変数R,
ったもので定義されるから，
(6) β二 RK長α ニRw~，
さらに，（1）にオイラーの定理を適用すれば，で示される。 α＋β＝1であるため， β＝1ー αである。
(6)' R=RKK+RNN 
ここで，となる。
(7) 
、 、 ? ? ? ?
?? ? ? ?
?
?
? ?? ? ? ?
?
? ? ? ? 、 ? 、?
?? ?? ??
、 、 ? ? ， ．
?， ，
?
??
? ???
? ? ?
?
?
?? ?? ??
(8) 
(2) 
これらを用いてヒックスの代替の弾力性σの定義により変形すれば，
N a（長）N a（長）
σ－ RKRN一一一- R・RKNー
である。
となる。
(7）の RNをtで微分して両辺を RNで割り，（8）を考慮すれば，労働の限界生産力の増大率（9）が導か
れ，（7）の RKをtで微分して両辺を RKで割り，（8）を考慮すれば，資本の限界生産力の増大率側が導
かれ，
(9) 
）?? ????（
よ旦＆＿＝_ ＿／！＿＿（食一向）十_L~旦
RN dtσRN at
よ豆＆＝主（食－肉）十よ~
RK dtσRK at
となる。食＝K,K－旦E 食＝笠K -dt’ N’ 
dN N一一ーである。-dt 
(6）＇を tで微分した式に（7）を tで微分した式を代入して得た式へ（6）を代入し，両辺をRで割れば，
食＝αN十β食＋π， ）????????（α＋β＝1 
πは次のものである。 zの式に（6),(9), (10）を用いれば，
一＋ δRKβ（長） 1 -1宣＋ aRNα（長）
K t a（長） RK （長） dt i判長） RN 
」」で，が導かれる。
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1 ct（長）
（長） dt 
?、 、 ? ， ， ，??，?? ?
（
技術進歩率が決まれば，労働の偏生産弾力性αの上昇率αは，（6）のαの対数をとり， tで微分し
た式へ（7）を tで微分した式と（9）と α＝1－βを代入すれば，
＝αよ－~旦＋（1－ α ） __l_~十主主（食一食）－~立（食「－ N)RN at RK atσ 
(12) ら＝－β｛A+( 1 ＋す）（食一命））
? ??
??
?
? ? ? ? ????
＝?
?
?
? 」? ??
、 、 ? ， ， ，? ???
?
（?
(3) 
と定義され，技術進歩のヒツクス的偏奇と名づけられている。これは，
A>Oのとき，労働節約的技術進歩
A=Oのとき，中立的技術進歩
A<Oのとき，資本節約的技術進歩
(4) 
と名づけられている。
モデル（1）～（5）の動学的均衡を吟味する前に，（12）を用いて，賃金分配率の上昇に関して若干の帰結
この賃金分配率の上昇は，（1）と（5）から導かれるものであり，
ヒックスの意味では，
ミクロ分配理論からマク
ロ分配理論への移行を表すものである。
N (5）によれば， α＝RNー は賃金分配率である。従って，完全競争のときには， αは労働の偏生産弾R 
が得られる。
ヒックスの資本節約的技術進
力性に等しい。
資本集約度長が上昇するとき
歩および中立的技術進歩のもとでは， ω）のAがωの中括弧中の第2項の値と比べ，
とσ＞－1のときには，（食＞食）
A重一（i＋す）（食一向）
に応じて，主主0となり，賃金分配率は上昇し，一定となり，低下する。同様な帰結は，資本集約度
が低下して（食く食）， σく－1のときにも，導かれる。
次の条件の
A=-(1＋す）（食一向）
が成り立てば，~＝ O となり，賃金分配率は一定となる。
この条件は次の2つの場合に満たされる。
ヒックスの中立的技術進歩が存在する場合。σ＝－1のとき，あるいは資本集約度が一定であ
るとき。
① 
ヒックスの技術進歩の偏奇が存在する場合。 σヰ－1のもとで，資本集約度が上昇するとき。
モデ、ルの動学的均衡の吟味
(5) 
新古典派成長理論では，動学的均衡とは資本ストックが一定の比率で増加することを意味する。
② 
2. 
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食＝歪であるから，似（4）により，
食＝sf
が得られる。貯蓄性向sは一定とみなされるから，資本ストックの増加率食は，
食＝食
が成り立てば，一定である。
(16）はωに（2）の対数をとって tで微分した式命＝nを代入すれば，導かれるため，
(15) 
(16) 
食＊＝食＊＝n十三L
α 
）??， ，????（?
となる。この（17）は資本ストックの均衡増加率食＊と実質産出量の均衡増加率食＊で表わされる。賃金
分配率αが一定であれば， nもzも所与のとき，（17）は一定となる。
資本の限界生産力 RKが一定であるとき，資本の平均生産力が上昇し，一定であり，低下するのに
(6) 
応じて，ハロッドの労働節約的技術進歩，中立的技術進歩，資本節約的技術進歩が存在する。
(7) 
ハロッドの中立的技術進歩の条件は，
1 aRK _ 7t 
RK at一 σ
である。これは次のような 2通りの方法で導くことができる。
①（6）に βニ1－α を代入して変形すれば，
食－食＝－α（食一向）＋π
となる。（16）によれば，左辺は Oである。 α（食－食）を（10）に代入して，ハロツドの条件に基づいて
(18) 
1 dRK 一一一ー と＝Oとおけば，（18）を導くことができる。RK dt 
②賃金分配率が一定となるための条件は，（14）である。（14）と仰）と食＝nから
A=-(1十一日Z (19) 
1σ ／ α 
が得られる。
(1）＇をω）に代入して，（19）のAに（13）のAを代入すれば，ωを導くことができる。このことは， σ＝－1
のときにのみヒックスの中立的技術進歩ともなるが，ハロッドの中立的技術進歩のもとで，新古典
派の意味の均衡成長が必要になることを意味する。従って，均衡成長では，賃金分配率で表示した
所得分配は変わらない。
均衡から飛離したとき，すなわち，
1之ミ:N=n+_!£_ 
α 
）?????（?
のときには，賃金分配率は資本ストックの事後的な成長率と資本ストックの均衡成長率との差異に
依存する。（13),(18）から，
? ? ??
? ? ?
? ?
?? ）???? ?（
となる0 7(の定義（20）とωから得られる次式の
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1 aRN _ n , (1一α） π一一一一一RN at －αlασ 
、 、 ? ，
?
。 ，
?
?
? 】
?
， ， ． ? 、
を（21)へ代入すれば，
A＝－~（1＋去） ω
となる。（23）と（2）から得た食＝nを（12）へ代入し，（17）を用いれば，賃金分配率の上昇率aは，
キ＝－β（i＋す）（食ー む） ω 
で示される。このO掛から，所得分配特に賃金分配率について，次のことがわかる。
① σ＞－1のとき，食＞食事であれば，賃金分配率は上昇し，逆に食く食＊であれば，賃金分配
率は低下する。
② σく－1のとき，食＞食＊であれば，賃金分配率は低下し，逆に食く食本であれば，賃金分配率
は上昇する。
③ σ＝－1のとき，均衡成長から乗離すれば，賃金分配率は一定になる。技術進歩はヒックスの
中立的技術進歩であり，ハロッドの中立的技術進歩である。
3. 均衡成長における所得分配
均衡成長における所得分配は，貯蓄性向いかんによって左右される。資本家（階級）の貯蓄性向
をSG，労働者（階級）の貯蓄性向を Swとし，これらの貯蓄性向を加重平均した貯蓄性向を Sとす
る。
(8) 
均衡モデルは，次のものである。
生産関数（加において技術進歩はハロッドの中立的技術進歩とみなし， aNとKにおいて 1次同次
であると仮定する。
R = R (K,N, t) = R { K, a ( t) N} (25) 
a(t) =aoe.tt 
既述の 2.のモデ、ルの仮定と同様にして，
N =N0ent 
?
）））））?
??
??
?
?
???
?
ー ?
????
（（（（（（?
???? ???
??
R=G+W 
S=sGG+swW, l>sG>sw>O 
W＝壬N
.e 一一＝RNp (5) 
記号の意味は次の通りである。既出の意味の記号のほかに， Rは国民所得， Gは利潤所得， Wは
賃金所得， Sは総貯蓄， SGは資本家の貯蓄性向， Swは労働者の貯蓄性向である。
(27）は国民所得が利潤所得と賃金所得に分配されるという分配定義式である。（28）は貯蓄関数である。
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総貯蓄は資本家の貯蓄SGGと労働者の貯蓄SwWから成り立っている。（29）は賃金所得の定義式であ
る。これら以外の式の意味は既述である。
f このモデルは， 8つの変数N,JR, R, K, G, W, S ー を決定する完結したモデル（25）～側，’P 
(3）～（5）である。 N0' s ' SG' Sw' a。はすべてパラメーターであり，一定である。
(28）の両辺をRで割り，（27),(29）を代入すれば，
f N s=-=sG-(sG-sw）一一p R 
）???
??
（?
となる。
ωは（仏（29），臥（30）， α＝RN長か
K={sG一（sG-Sw）α｝R
となる。
このモデルは，長＝xとおいて，対数をとり， tで微分して，（25）から得た§.＝λ，（26）から得た食＝
nを代入し，（刊と R=aN・f(x）を用いれば，次の微分方程式の体系にまとめることができる。 x=
豆主である。
dt 
）???。?
?
（
x={sG一（sG-Sw）・α（x)}f(x) -(n＋λ）x 
f (x）二R(1,~）； f'(x)>O, f"(x）くO
aR N f' (x) •x 一一一一＝1一一一一一＝α（x)-aN R f(x) 
伽 R=aN・f(x）と長＝xを用いて
食二｛SG一（sG-Sw）・α（x）｝与
）
?
?????ー ?
?
??
??
（
? ?
(35) 
となる。
既述のように，新古典派理論における均衡成長は資本ストックの増加率が一定であることを意味
する。このことは，所与のSGとSwのもので，資本集約度が一定であれば，妥当することである。資
本ストックの均衡成長率および所与の均衡資本集約度f は，（32）で x=Oのとき得られる。すなわ
ち，
f (x*) 
{SG一（sG-sw）・α（x＊）｝一支「＝n十λ (36) 
が得られる。
資本ストックの均衡成長率食＊は，（36）の左辺で表されるから，
R＊＝食＊＝n＋λ 、 ? ．? ?? ， ， ?? ?（
で示される。
的衛的再予は x=x＊であるからー賃金分配率は（34）によって一定であり，生産関数だけで決定され
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る。他方で，均衡成長における賃金分配率（38）は仰と（37）から得られる。
α（x*) = SG－判長）＊
SG-Sw 
判長）＊＝（長）＊
(38) 
(38）と（34）を比較すれば，ポスト・ケインズ派分配理論であるカルドアの長期分配モデルの理論構造
(9) 
から得られる仰と類似しており，均衡では限界生産力原理にも似ていることがわかる。
均衡成長から弟離するとき，つまり Xヰf のとき，（泊）から賃金分配率の上昇率長は，
" "f'(x)x「 xf(x) f" (x) l =-x一一一一一11+ I f(x) L f'(x){f(x)-f'(x)x}J 
で示される。
K RN=af(x)-aNf'(x）五w=a{f(x) -f' (x)x} 
RKニf'(x) 
RKN= -f" (x）長
を用いれば，代替の弾力性σは
σ一｛f(x)-f'(x)x}f'(x)
- f (x) f" (x) x 
で表されるから，（39）は
" _ xf' (x) ( 1 ¥" 
一一一一一一I1十一一）Xf (x) ¥ } 
に書き換えることができる。
支＞Oのとき， σ言－1に応じて，左妻0となる。
4. 均衡成長における財産分配
(39) 
担。
白1)
財産分配の対象物はKであるとみなせば， Kを資本家が取得する財産所得 KGと労働者が取得す
る財産所得Kwに区分した場合，均衡成長における財産分配の増大を検討する必要がある。労働者
は財産所有によって利子所得も取得できるから，単一の貯蓄性向 Swで総所得（wN+rKw）を取得
できる。単純化のために，資本家と労働者のそれぞれの財産所得が同一であること，すなわち，利
G 1 潤率rが r＝一ーであることを仮定する。K p 
(10) 
この場合のモデルの体系は，次のものである。
I K ¥ 生産関数 R=aN・f＼云NJは，ハロツドの中立的技術進歩を持ち，次のものであるo
yニf(x), f' (x) > 0, f" (x）くO
ただし， y＝会
K x一一一一-aN 
似）
仰）
制）
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である。この体系はさらに次の諸式から成り立っている。
NニNoent
.e aR 
w＝下＝否N=a{f(x)-f'(x)x}
Gl lf .e ¥ r一一一一一－（R--N) =f' (x) -K P -KP¥ p J 
K=KG+Kw 
z＝長あるいは 1-z＝雫
KG=sGrKG 
Kw=sw(wN +rKw), l>sG>sw>O 
位。
ω 
a=aoeλt 
????
?
???
?
??????
??
?
?
「 ?
???
（（
記号の意味は次の通りである。既出の記号は既述の意味である。 Yは労働生産性， xは資本集約
度， N。は初期状態の雇用量， wは実質賃金率， 2は貸幣賃金率， Pは価格水準， zは資本家が取得
する財産分配率， 1-zは労働者が取得する財産分配率， aは技術進歩率， a。は初期状態の技術進歩
率である。
(26）は労働需要量の増加を示している。 ωは実質賃金率の定義式であり，実質賃金率が労働の限界
生産力に等しいことを示す限界生産力原理を表している。仰は利潤率の定義式である。仰）は財産所
得の分配式である。仰は資本家の財産分配率と労働者の財産分配率の定義式である。仰は資本家の
所得rKGに基づく貯蓄sGrKGが資本家の財産所得の増加率に等しいことを表している。（50）は労働者
の総所得つまり賃金所得wNと財産所得rKwの合計に基づく貯蓄 Sw(wN+rKw）が労働者の財
産所得の増加率に等しいことを表している。
このモデルは， 11の変数Y, R, a, N, w, r, K, KG, Kw, x, zを決定する完結したモデ
ルω～（4)'(26)' (45）～（ゆである。 No,ao, n，λ，SG, Swはすべてパラメーターであり，一定であ
る。
労働力の完全雇用と資本ストックの完全利用と恒常的均衡が存在するとき，新古典派の意味の均
衡成長は，
食＊＝食~＝食品＝ n＋ λ (52) 
が一定であれば，存在する。
倒，側であるから，均衡では
XニZ二 O
）??、???（
ないし x=xヘ z=z*, x*, z＊二一定
,. " ，. γ が成り立つことは（52）からわかる。 x ＝す， z＝~である。
このモデルはxないしzに関する 2つの微分方程式の体系にまとめることができる。
x= (sG -sw) xf' (x) z+swf (x) -(n＋λ）x 
??
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( f (x) ) 
z= (sG-sw) (1-z)zf'(x)-swzi一一一－f'(x) r (5) 
l x l 
（同）， (5日からxとZの均衡値を（53）によって導くことができる。（5）から，労働者の財産分配率として
l *- Sw (1-f) -z一一一一一一一 ーSG-Sw g’ 
? ? ?
lrK¥ * が得られる。ここで，均衡利潤分配率どは，（一一） で定義されるから．均衡のときのω～ω，側¥ R J 
を用いれば，
g* _ x*f' (x*) － f (x*) 
で示されるものである。
(54), (53), (56), (57）から，均衡解
n＋λ f' ( x *)= -:--。G
(57) 
(58) 
が導かれる。
これによって，均衡資本集約度が決定される0R=rK州であるから，均衡賃金分配率（乎）＊
は（58）から導かれ，均衡賃金分配率と均衡利潤分配率仰の合計が lに等しくなる。すなわち，
（判＊－1一行間－R - f(x＊）ー
となるD
国民所得に占める労働者の総所得分配率は，似）～倒，附，側，（56),(57), (59）から導かれ，
( wN+rKw )*－~（主主）＊
R -SG-Sw R 
(59) 
(60) 
で示される。
均衡成長では，（58）から均衡資本集約度f が導かれるので，（59）によれば，所得の機能的分配は労働
者の貯蓄性向Swに依存することになる。これに対して，国民所得が資本家と労働者に分配されるこ
とは，側をみても，やはり資本家と労働者の貯蓄性向 SG,Swに依存している。この帰結は「パシネ
(1} 
ッティの逆説」に該当する。
側，側，（52）から，資本家の均衡財産分配率Ke!の上昇率
食（！＝n＋λ＝sd'(x*)
が導かれる。これは均衡成長においてのみ成立する。
均衡解（58）と（56）は， 1-z*> 1である限り，換言すれば，
(61) 
(sG-sw) g＊孟Sw(l-g*) ないし SGg＊孟Sw
である限り，経済的に有意である。この意味で，本源的な仮定である l>sG>sw>Oは経済的に有
意な均衡を達成するための十分条件ではないことになる。
逆に， sw>sGg＊のときには，資本家が取得する財産分配率そは存在しない。労働者が財産所
得Kを全部取得することになり，（5）の均衡解として，
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1-z**=l 仰
になるわけである。この状況では， z*=Oであるから，（臼）で x=Oとおけば，均衡資本集約度は
f (x**) _ n十λ
x** - Sw 制）
となる。
II ポスト・ケインズ派成長・分配理論における資本蓄積，技術進歩および所得分配
新古典派成長・分配理論には投資関数が導入されていない。その代り，所得水準あるいは他の変
数に依存して，総貯蓄は常に投資されると仮定されている。この仮定は，例えば，（3),(4), (49), (50) 
で設けられている。また，生産物市場の均衡過程において今期の投資決意から経済成長がいかにし
て生じ，資本蓄積がいかにして行われるかについては，モデル分析されていない。
この点について，いかに定式化されるかを明確にした 1つのアプローチは，ポスト・ケインズ派
(12) 
成長・分配モデルであるカルドアの長期分配モデルである。
(13) 
このモデルの体系は，実質表示では次のようになっている。
S=scG+swW, l>sc>sw>O 
R=G+W 
??
向日
K＊二（山β会）R
食ニF（食）, F ( 0) > 0,1 > F'（食）＝一定＞O
K=JR二 S
K*=K 
i之＝食
????????????????
???????
，?
（（（（?
</: K 記号の意味は，既述のものを除けば，次の通りである。イは実質資本伝数ーーに関する係数， βFR 
は利潤率会に関する係数，食は実質産出量の増加率，食は資本ストリの増加率である。
（ωは貯蓄関数である。航）は実質国民所得の分配定義式である。制）は最適資本ストックの水準を示
している。カルドアは実質投資が資本ストックを常に最適水準に維持することを仮定する。（67）は「技
術進歩関数」である。カルドアは，この関係において「資本蓄積」の作用つまり要素代替性と常に
「資本蓄積」を結びつける技術進歩を想定している。側は均衡条件式である。側は資本ストックが
恒常的に均衡していることを示している。（70）は資本ストックの増加率が実質産出量の増加率に等し
いという動学的均衡式である。
このモデルは， 7つの変数S,W, G, R, JR, K, K＊を決定する完結したモデル側～（70）である。
Sc, Sw，イ， βFはすべてパラメーターであり，一定である。
dK • (68), (6仏師）から，時間 tの経過に伴う資本ストックの増分可τ（＝K）として，
K= (sc-Sw)G十SwR
）????
?
?，?（
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K が得られる。食＝一ーであるから， ωはK 
K= (sG-sw）立＋s_R_ K WK (72) 
となり，資本ストックの増加率食は資本家と労働者の貯蓄性向，利潤率立，実質資本生産性旦にK 
依存することがわかる。
また，側が成り立てば，（航よって実質資本係数長は
長＝イ＋β＇f
で表され，利潤率と 2つの係数に依存することがわかる。
カルドアが導入した「技術進歩関数」（聞の特徴は，次の増加率
食。＝食二F（食）
の存在を保証するという点にある。食。は初期状態の資本ストックの増加率である。
(74）をωへ代入すれば，また（73）から，利潤率の決定式仰，（76）が導かれる。
G 食。一寸
K SG-Sw 
長＝会（長－a')
??
??
， ，（
α 
βF 
）????，?（?
）??
?
?，?（?
間
(76) 
K 
R 
ω 
このモデルの体系では，次図のように利潤率の 2
G つの解がある。仰で－＝Oとおけば，実質資本係数K 
Eは ~となる。（75）は横軸上の点 （~， o）を通
R ’食 ＼食。／
G Ko 
"TT＝ァ」とーに漸近する直角双曲線の形状をし
l¥. ;:,G-;:,W 
ている。伽，f=oとおけば，実質資本係数は αF
となるので，横軸上の点（イ， 0）を通る右上りの直
線で描かれる。
G ①め与のとき ーの解は負である。正の解の存在が保証される。
Ko ’K 
②イく~のとき立の 2 つの正の解が存在する可能性がある。しかし主と立の解は存在食。’ K ’R K 
しない。
守 K均衡利潤分配率。7）は，（75）の両辺Lーを掛ければ，導かれる。R 
＊一食。（長）＊一句
（会）－ SG一句 (7) 
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均衡利潤分配率は，資本ストックの増加率が技術進歩関数から決まること，さらに均衡実質資本
係数（長）＊，資本家と労働者の~r蓄＇I
均衡賃金分配率0助は，仰とqりから導かれる。
（笠）* = SG一食o（長）＊
R / SG-Sw (78) 
均衡賃金分配率は均衡利潤分配率と同じ要因で決定されることがわかる。
IV むすびに代えて
ポスト・ケインズ派と新古典派の成長・分配理論の理論構造を資本蓄積と技術進歩が所得分配に
及ぼす影響ないし効果は何かという視点、から吟味し，比較検討した。
ここで取り扱った両学派の理論構造上の残された問題点を指摘する。
第1の問題点は，資本家と労働者の2階級モデルの新古典派の体系から利潤分配率，賃金分配率，
財産分配率が決定されているが，資本家の価格設定行動は考察されていないということである。と
りわけ，価格水準が生産物市場に及ぼす均衡条件を決定することについては考察されていない。
第2の問題点は，新古典派の成長・分配理論の根本的な欠陥を示す問題点である。投資行動が不
十分にしか考慮されていないということである。この意味で，資本蓄積の本質的な決定要因である
資本家の投資決定態度は設備投資や機械化や技術進歩の導入に係わるので，資本家の投資行動の分
析を深化させる必要がある。また，それらの要因が労働市場の需給に及ぼす影響は考察されていな
い。投資行動に関連した金融面の分析もなされていない。
第3の問題点は，両派の成長・分配理論が分配率の水準や上昇に重要な役割を果たしている労働
市場の経過分析，特に団体交渉理論については明確な形で議論されていない。
第4の問題点は，両派の理論では政府の経済活動も考察されていない場合が多いということであ
る。この要因の導入は資本家の価格政策的な諸行動と労働需要に確かに影響を及ぼすであろう。
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